誓約書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

　（あて先）

さいたま市長　
法人名

代表者職・氏名

　　　　　　　　　　　　　

住　　所　〒

電話番号
　令和８年度さいたま市介護職員等処遇改善加算取得促進支援事業の入札参加に当たり、次のすべてを満たしていることを誓約いたします。

⑴　本入札の告示日において、令和７・８年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品等）（以下「名簿」という。）に登載された者であること。

⑵　次のいずれにも該当しない者であること。
ア　特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第３２条第１項各号に掲げる者
イ　地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこととされた者

⑶　本入札の告示日から入札日までの間に、「さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要綱（平成１９年さいたま市制定）」による入札参加停止の措置又は「さいたま市の締結する契約からの暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）」による入札参加除外の措置を受けている期間がない者であること。
⑷　入札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者でないこと。ただし、更生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。
⑸　入札日において、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこと。ただし、再生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。
⑹　令和８年４月１日現在で、過去２年間にさいたま市又は国、他の地方公共団体から、本件業務又は本件業務と類似の業務を受託し、２回以上全て誠実に履行した実績のあるものであること。
なお、類似の業務とは、処遇改善加算の取得に関する要件を理解し、説明、相談等を行う業務をいう。
⑺　本入札の告示日において、次のすべてに該当する者であること。
ア　法人格を有すること。
イ　当該法人が法の規定により刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行　を受けることがなくなった日から起算して２年を経過していない者でないこと。
ウ　当該法人の役員のうち、法の規定により刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から起算して２年を経過していない者がいないこと。
エ　当該法人自らが介護サービスを提供していないこと。
